
平成25年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 社会教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

スポーツ施設の有効活用を図り、適切な維持管理業務を行う
対
象

市民

10 6 2 308 頁 体育施設費 スポーツ施設管理事業

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

事
業
概
要

○ スポーツ施設管理事業
　　　・施設維持管理委託料（三重総合グラウンド外、3,597,981円）
　　　・芝生管理委託料（三重総合グラウンド外、10,920,000円）
　　　・体育施設管理委託料（三重町体育施設外、13,180,240円）
　　　・大原総合体育館指定管理委託料（27,000,000円）
      ・三重総合グラウンド本部棟改築設計業務委託料（4,620,000円）
　　　・三重総合グラウンド本部棟地質調査測量業務委託料（1,916,250円）
　　　・光熱水費（16,166,108円）
　　　・修繕料（5,786,689円）
　＜スポーツ施設整備＞
     ・大野総合運動公園テニスコート苔除去工事請負費（829,500円）
     ・大原総合体育館プール全面塗装工事請負費（2,968,350円）
     ・緒方総合運動公園テニスコート人工芝張替工事請負費（11,566,800円）
     ・犬飼第２グラウンド内野黒土入替工事請負費（1,155,000円）
     ・大野総合運動公園野球場倉庫等改修工事請負費（1,055,250円）
　　 ・朝地体育館改修工事請負費（5,964,000円）
　 　・三重体育館・武道館水道工事請負費（902,475円）

経常 スポーツ施設管理事業
スポーツ施設維持管
理業務委託料

委託料 126,069 118,259

財源内訳
評価

6,100 5,153 107,006 3

国・県支出金 市債 その他 一般

理業務委託料

計 126,069 118,259 6,100 0 5,153 107,006
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２３～Ｈ２５（決算額）、Ｈ２６（予算現額）

成
果
指
標

指標名
スポーツ施設の適切な
維持管理

目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

ｄ

数値 目標 － 目標 － 目標

スポーツ振興を図るためスポーツ施設を適切に維持管理していく必要がある
数値 －

活
動
指
標

指標 a スポーツ施設の維持管理 ｂ スポーツ施設の利用者数 ｃ

Ｈ２４ Ｈ２５

スポーツ施設の適切な維持管理
- - -

目標

成果指標名 単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 活動指標名 単位 Ｈ２３

-

- - - -
a

スポーツ施
設の維持管
理

- -

-

274,742 人

- - -

-

b
スポーツ施
設の利用者
数

人
202,779 人 245,008 人

ｄ
- - -

- -

　スポーツ施設の老朽化により維持補修費が増大の一途をたどって
いる。

- - -

課題
c

-

118,259 261,042
減額

うち経常経費 79,897 79,546 86,061 91,797

スポーツ施設の維持補修を行うとともに、公共施設の見直しに関する
第3次公表の方針に沿った対応を図る。

決 算 額 （千円）
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 方向性

113,463 95,329

対応（改善点等） - - -

６．Ｈ２７年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

うち経常経費 79,897 79,546 86,061 91,797

そ の 他 4,563 10,788 5,153 4,610

理由

県　　費 各スポーツ施設の老朽化によ
り維持費が増大している。公共
施設の見直しによる方針を基
に施設の維持管理を行う。Ｈ26
年度三重総合グラウンド本部
棟改築工事が完了するため、
Ｈ27年度は前年に比べ減額す
る。

市　　債

国　　費 22,500 6,100

156,600

事業費に係る人件費 22,360 27,910 17,435 22,178

一般財源 86,400 84,541 107,006 99,832

うち経常 75,334 74,757 80,908 87,187

財
源
内
訳

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
スポーツ施設の維持管理及び安全な
施設運営を行うため必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
利用者の安全確保のため行政の責
任を持った維持管理が必要である。

事業費に係る人役 5.20 6.50 4.00 5.00

着眼点 分析 分析根拠

継続 課題に対応し、公共施設の見直し方針に則り業務を進めること。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
公共施設見直しにより統廃合の検討
と指定管理の導入が不十分であっ
た。

事業の方向性 評価内容

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
市内全地域で幅広い年齢層の市民
が利用する。

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
市民利用も多く、有効かつ適切に利
用されている。

3

3

33

2

0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ

306


